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経常収支比率の分析

人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

8,199
298.13

5,335,416
5,260,723
74,693

人(H20.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内最大値

類似団体内最小値

経常収支比率（合計）

H19類似団体内順位

96/122

全国市町村平均

92.0

福島県市町村平均

89.0

(%)

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

110.0

68.8

104.9

88.1
87.686.9

89.7

85.8

H19H18H17H16H15

93.390.991.8

88.1

84.3

人件費

H19類似団体内順位

75/122

全国市町村平均

28.0

福島県市町村平均

26.7

(%)

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

16.9

44.7

26.2

26.827.9
29.6

27.9

H19H18H17H16H15

27.6

26.627.3
25.725.1

物件費

H19類似団体内順位

90/122

全国市町村平均

13.1

福島県市町村平均

13.0

(%)

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

3.3

18.4

10.6
10.610.710.810.7

H19H18H17H16H15

12.411.8

15.7
14.1

11.5

扶助費

H19類似団体内順位

116/122

全国市町村平均

8.8

福島県市町村平均

6.2

(%)

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

0.9

6.8

2.8
2.8

2.9

3.7
3.1

H19H18H17H16H15

5.45.2

1.51.3
0.9

その他

H19類似団体内順位

111/122

全国市町村平均

11.4

福島県市町村平均

13.2

(%)

0.0

6.0

12.0

18.0

24.0

0.8

20.1

10.0
9.28.8

9.89.0

H19H18H17H16H15

14.7
15.0

13.0
10.811.1

補助費等

H19類似団体内順位

23/122

全国市町村平均

10.4

福島県市町村平均

10.0

(%)

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

2.3

33.8

13.313.112.713.913.8

H19H18H17H16H15

9.2
8.78.38.2

9.8

公債費

H19類似団体内順位

47/122

全国市町村平均

20.3

福島県市町村平均

19.9

(%)

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

0.8

38.6

25.2
25.1

23.9
21.921.3

H19H18H17H16H15

24.0
23.6

26.0
28.0

25.9

公債費以外

H19類似団体内順位

101/122

全国市町村平均

71.7

福島県市町村平均

69.1

(%)

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

44.0

82.7

62.9
62.563.0

67.8
64.5

H19H18H17H16H15

69.367.365.8

60.158.4経常収支比率（合計）

人件費

物件費

扶助費

その他

補助費等

公債費

公債費以外

類似団体平均

西会津町

※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
経常収支比率　：　９３．３％と類似団体平均を５．２ポイント上回っている。それぞれの構成費目ごとに分析する
と、公債費と補助費等が類似団体平均値以下に位置しているものの、物件費や扶助費が平均値を上回ってい
る。物件費は委託料の割合が高く、ケーブルテレビや町民バス、温泉、運動公園などの特色ある施設の運営業
務を委託していることや、学校給食調理を委託している結果である。扶助費については、一般的な社会福祉
費、老人福祉費は町の重点施策である「トータルケア」の成果などにより平均値を下回っているが、児童福祉費
は広大な面積を有することから町内に６ヶ所の保育所を設置しており、また保育所事業委託料が多額のため、
全体で類似団体平均を大きく上回っている。今後は人件費抑制のための計画的な職員数の削減、事業の選別
による地方債の計画的な借入などにより義務的経費の削減に努めるとともに、まちづくり基本条例の理念に基
づく事務事業の見直しによる経費の削減を図り、数値の改善を図っていく。

人件費・公債費　：　人件費及び人件費に準じる費用については、類似団体平均を下回っている。ラスパイレス
指数､人口１，０００人当り職員数とも類似団体平均を下回っている。特色ある事業を展開している中にあって､
事業に支障をきたさない範囲で人件費を抑制し、定員適正化計画に基づいた職員数の削減に努め､財政の健
全化を図る。　公債費及び公債費に準じる費用については、類似団体平均を僅かながら下回る結果となった。
普通会計における公債費については類似団体平均を下回っているものの、公営企業債の償還の財源に充てた
と認められる繰入金が類似団体平均を大きく上回っている。主な要因は､下水道事業会計の多額な公債費であ
る。今後指数の改善に向けて、町会計全体の中で､事業の調整を図り、計画的な起債の借入に努めていく。

普通建設事業費　：　人口１人当り決算額は、類似団体平均を下回っている。目的別の比較では民生費、農林
水産業費、消防費、教育費が類似団体平均を大きく下回っており、総務費と土木費が上回っている。総務費と
土木費は本町の重点事業であるケーブルテレビ整備事業と縦貫道路整備を行っていることが要因である。また
過去５年間のデータでも類似団体平均を下回っている。決算額を見ると類似団体平均より低い決算額となって
いるが、必要な施設整備は行っている。今後も財政の健全化に向けて地方債などの財政負担を十分に精査し
た上で、事業の選別を行い、特色ある施策を展開するため、必要な投資を行っていく。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 1,009,790 123,160 132,353 ▲ 6.9
賃金（物件費） 21,543 2,628 10,150 ▲ 74.1
一部事務組合負担金（補助費等） 149,717 18,260 20,366 ▲ 10.3
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 2,633 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 38,649 4,714 5,722 ▲ 17.6
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 46,901 5,720 3,522 62.4
▲退職金 ▲ 133,312 ▲ 16,260 ▲ 14,403 12.9
合計 1,133,288 138,223 160,342 ▲ 13.8

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 13.54 15.05 ▲ 1.51
ラスパイレス指数 91.6 93.2 ▲ 1.6
ラスパイレス指数及び職員数に係る項目については、平成19年地方公務員給与実態調査に基づくものである（以降の項目について同じ。）。
なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、当該項目を「-」としている。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。） 848,392 103,475 114,673 ▲ 9.8

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等 - - 570 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 270,592 33,003 20,959 57.5
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額 17,934 2,187 7,775 ▲ 71.9

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額 35,964 4,386 4,493 ▲ 2.4

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く） 79 10 56 ▲ 82.1

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額 ▲ 696,370 ▲ 84,934 ▲ 89,976 ▲ 5.6

合計 476,591 58,128 58,549 ▲ 0.7
平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない団体については、「-」としている（以降の項目について同じ。）。
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

1,118,210 125,010 9.3 131,877 ▲ 10.3 19.6

うち単独分 697,645 77,993 ▲ 4.3 69,653 ▲ 8.1 3.8

823,490 93,685 ▲ 25.1 102,879 ▲ 22.0 ▲ 3.1

うち単独分 743,730 84,611 8.5 57,230 ▲ 17.8 26.3

783,275 91,216 ▲ 2.6 121,414 18.0 ▲ 20.6

うち単独分 582,956 67,888 ▲ 19.8 58,925 3.0 ▲ 22.8

595,059 71,018 ▲ 22.1 124,895 2.9 ▲ 25.0

うち単独分 441,472 52,688 ▲ 22.4 61,345 4.1 ▲ 26.5

768,928 93,783 32.1 110,324 ▲ 11.7 43.8

うち単独分 572,984 69,885 32.6 55,684 ▲ 9.2 41.8

過去５年間平均 817,792 94,942 ▲ 1.7 118,278 ▲ 4.6 2.9

うち単独分 607,757 70,613 ▲ 1.1 60,567 ▲ 5.6 4.5
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